
令和８年度 物価高騰対応重点地方創生臨時交付金実施計画 

№ 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称 

事業の概要 

①目的・効果 

②交付金を充当する経費内容 

③積算根拠（対象数、単価等） 

④事業の対象（交付対象者、対象施設等） 

事業始期 事業終期 

1 ①食料品の物価高騰

に対する特別加算 

地域商品券事業【臨

時】 
①物価高の影響を受けている生活者の消費を下支え

するため、全町民を対象として一人当たり 10 千円

の商品券を配布する。 

②商品券購入、発送業務等経費 

③商品券購入、発送業務等 計 62,962 千円 

 商品券 5,900 人×10 千円 

 事務費 2,955 千円 

 事務費の内容 [需用費（事務用品等） 役務費

（郵送料等） 業務委託料 人件費] 

④町内全世帯 

R8.4 R8.7 

2 ④消費下支え等を通

じた生活者支援 

水道基本料金無償化

事業【臨時】 
①物価高騰の影響を受けている町内全世帯の光熱水

費の上昇を緩和するため、事業者及び町民の水道基

本料金を 6 か月間分免除する。 

②水道事業会計への繰出金 

③繰出金総額 

  基本料金 2,420 円×7,140 件 

  システム対応費用 220 千円 

④町内全ての水道利用者（官公庁等は除く。） 

R8.4 R9.2 

3 ③物価高騰に伴う子

育て世帯支援 

給食費無償化事業

【臨時】 ①物価高騰の影響を受けている町内中学生の世帯の

食糧費など子育てに係る費用全体の上昇を緩和する

ため、中学校の給食費を 11 か月分免除する。（8 月

除く）なお、教職員分は除く。 

②給食費を 11 か月分免除する費用 

③中学校 1 年生、2 年生  

3,400 円×63 人×11 か月≒2,357 千円 

 中学校 3 年生 

 3,400 円×49 人×10 か月≒1,666 千円 

 1,700 円×49 人× 1 か月≒83 千円（3 月分） 

  合計 4,106 千円   

④中学校に通う全世帯 

R8.4 R9.3 

 


